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第１章　計画の趣旨等
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１　計画策定の趣旨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
全国の刑法犯認知件数は、平成14年に戦後最多（2,854,061件）を記録しましたが、平成15年に犯罪対策閣僚会議が設置されて以降減少し、平成30年には、戦後最少（817,338件）となりました。
富山県においても、刑法犯認知件数は、平成13年に戦後最多（17,660件）を記録しましたが、犯罪抑止のための取組みにより、平成30年（4,846件）まで17年連続で減少を続けています。
一方、全国の刑法犯により検挙された再犯者数は、平成18年をピークに、その後は漸減状態にあるものの、それを上回るペースで初犯者数も減少し続けているため、検挙者数に占める再犯者数の割合（以下「再犯者率」という。）は上昇し続け、平成30年は48.8％となっています。
富山県においても、近年、再犯者率は４割台で推移しており、県民が安全で安心して暮らすことのできる社会を構築する上で、犯罪や非行の繰り返しを防ぐ「再犯防止」が課題となっています。

こうした中、国では、「再犯の防止等の推進に関する法律」（平成28年法律第104号、以下「再犯防止推進法」という。）」が公布、施行され、平成29年12月には「再犯防止推進計画」が策定されるなど、再犯を防止し、安全・安心な社会を実現する取組みが進められています。
【参考：国の動き】
○犯罪対策閣僚会議で「再犯防止に向けた総合対策」を決定（H24.7)
○犯罪対策閣僚会議で「宣言：犯罪に戻らない・戻さない」を決定(H26.12)
○犯罪対策閣僚会議で「薬物依存者・高齢犯罪者等の再犯防止緊急対策」を決定(H28.7)
○「再犯の防止等の推進に関する法律」の公布・施行（H28.12)
○「再犯防止推進計画」が閣議決定（H29.12)







これらの状況を踏まえ、新たに、本県における再犯の防止等に関する施策の基本となる事項を定めることにより、再犯の防止等に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、本計画を策定するものです。
【参考：再犯防止推進法で定める地方公共団体の責務】
平成28年12月に公布、施行された再犯防止推進法第４条第２項により、地方公共団体は、再犯の防止等に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の状況に応じた施策を策定し、実施する責務を有することとされました。さらに、再犯防止推進法第24条において、同法に規定する基本的施策を講ずるよう努めなければならないとされています。
また、再犯防止推進法第８条では、都道府県及び市町村は、国の再犯防止推進計画を勘案して、当該地域における再犯の防止等に関する施策の推進に関する計画（以下「地方再犯防止推進計画」という。）を定めるよう努めることとされています。









２　計画の性格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・再犯の防止等の推進に関する法律第８条に基づく地方再犯防止推進計画
・国の再犯防止推進計画を勘案し、本県の状況に応じた施策を推進する計画

３　計画の期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　令和２年度から令和６年度（５年間）

４　計画の対象者等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　本計画における対象者は、再犯防止推進法第２条第１項で定める犯罪をした者等（犯罪をした者、非行少年、非行少年であった者）とします。
また､本計画において､再犯の防止等とは､再犯防止推進法第２条第２項により､犯罪をした者等が犯罪をすることを防ぐこと(非行少年の非行をなくすこと及び非行少年であった者が再び非行少年となることを防ぐことを含む｡)とします｡

５　個人情報の適切な取扱い及び情報の共有　　　　　　　　　　　　　
　県は、個人情報の適切な取扱いについて十分配慮した上で、再犯の防止等の支援に対する取組みを行うこととし、犯罪や非行をした人たちの支援に必要な情報について、支援を行う関係機関及び団体と情報の共有を図ります。




















第２章　計画策定の背景



１　再犯に関する現状（全国・富山県）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　刑法犯認知件数、検挙件数、検挙率
全国の刑法犯認知件数は、平成14年に2,854,061件と戦後最多を記録しましたが、平成15年以降減少し、平成30年には、戦後最少の817,338件となりました。
富山県においても、刑法犯認知件数は年々減少しています。

＜全国＞（％）

（平成　年次）
（人）

＜富山県＞（％）

（人）
（平成　年次）

２　刑法犯検挙者中の再犯者数及び再犯者率
全国の刑法犯により検挙された再犯者数は、平成18年の149,164人をピークに、その後は漸減状態にありますが、それを上回るペースで初犯者数も減少し続けているため、再犯者率（検挙者数に占める再犯者数の割合）は上昇し続け、平成30年は48.8％となっています。
富山県においても、近年、再犯者率は４割台で推移しています。
（％）

＜全国＞　基準値　110,306人・48.7％（平成28年）




（人）



＜富山県＞（％）






（人）

（平成　年次）




「再犯者」…刑法犯により検挙された者のうち、前に道路交通法違反を除く犯罪により検挙されたことがあり、再
び検挙された者


３　新受刑者中の再入者数及び再入者率
　全国の平成30年の新受刑者中の再入者数は、10,902人となっており、そのうち、犯罪時の居住地が富山県である者は21人となっています。　
（％）

＜全国＞　基準値　12,179人・59.5％（平成28年）
（平成　年次）

＜富山県（※）＞（％）








（人）






＜富山県（※）＞（％）















（人）

（平成　年次）




（※）再入所に係る犯行時の居住地が富山県の者
「新受刑者」…裁判が確定し、その執行を受けるため、各年中に新たに入所するなどした受刑者
「再入者」…受刑のため刑事施設に入所するのが２度以上の者


４　出所受刑者の２年以内再入者数及び２年以内再入率
平成29年の出所受刑者のうち、その後２年以内に再入所した者は、全国では3,712人となっており、そのうち、再入所に係る犯行時の居住地が富山県であった者は、５人となっています。　
＜全国＞　基準値　4,225人・18.0％（平成27年）
	
	H25年
全出所受刑者
26,510人
	H26年
全出所受刑者
24,651人
	H27年
全出所受刑者
23,523人
	H28年
全出所受刑者
22,909人
	H29年
全出所受刑者
22,025人

	
	2年以内
再入者数
	2年以内
再入率
	2年以内
再入者数
	2年以内
再入率
	2年以内
再入者数
	2年以内
再入率
	2年以内
再入者数
	2年以内
再入率
	2年以内
再入者数
	2年以内
再入率

	全 国
	4,804
	18.12%
	4,569
	18.53%
	4,225
	17.96%
	3,971
	17.33%
	3,712
	16.85%

	富山県（※）
	14
	
	15
	
	16
	
	9
	
	5
	



（※）再入所に係る犯行時の居住地が富山県の者
｢2年以内再入者｣…各年の出所受刑者のうち､出所年を1年目として､2年目(翌年)の年末までに再入所した者


５　主な罪名・特性別２年以内再入率
平成29年の全国の２年以内再入率を主な罪名別でみると、窃盗が22.89％となっており、特性別では、高齢（65歳以上）が21.81％となっています。

＜全国＞　基準値（平成27年）
主な罪名別：覚せい剤取締法違反19.2％、性犯罪6.3％、傷害・暴行16.2％、窃盗23.2％
特性別：高齢（65歳以上）23.2％、女性12.6％、少年11.0％

[image: ]

（※）再入所に係る犯行時の居住地が富山県の者






第３章　計画の基本方針等



１　基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
国の「再犯防止推進計画」（平成29年12月15日閣議決定）で示されている５つの基本方針を踏まえ、以下のとおりとします。

【基本方針】
○国・市町村・民間団体等との緊密な連携協力の確保に努めます。
○国等との適切な役割分担を踏まえて、切れ目のない支援に努めます。
○犯罪被害者等の存在を十分に認識するとともに、犯罪をした者等が、犯罪の責任等を自覚し、犯罪被害者等の心情を理解し、自ら社会復帰のために努力することの重要性を踏まえて取り組みます。
○犯罪等の実態等を踏まえ、見直しを行いながら、社会情勢等に応じた効果的なものとなるよう努めます。
○再犯防止の取組みを分かりやすく広報するなどにより、広く県民の関心と理解を得られるよう努めます。


（参考：国の再犯防止推進計画〔５つの基本方針〕）
① 犯罪をした者等が、多様化が進む社会において孤立することなく、再び社会を構成する一員となることができるよう、あらゆる者と共に歩む「誰一人取り残さない」社会の実現に向け、関係行政機関が相互に緊密な連携をしつつ、地方公共体団体・民間の団体その他の関係者との緊密な連携協力をも確保し、再犯の防止等に関する施策を総合的に推進すること。
② 犯罪をした者等が、その特性に応じ、刑事司法手続のあらゆる段階において、切れ目なく、再犯を防止するために必要な指導及び支援を受けられるようにすること。
③ 再犯の防止等に関する施策は、生命を奪われる、身体的・精神的苦痛を負わされる、あるいは財産的被害を負わされるといった被害に加え、それらに劣らぬ事後的な精神的苦痛・不安にさいなまれる犯罪被害者等が存在することを十分に認識して行うとともに、犯罪をした者等が、犯罪の責任等を自覚し、犯罪被害者の心情等を理解し、自ら社会復帰のために努力することの重要性を踏まえて行うこと。
④ 再犯の防止等に関する施策は、犯罪及び非行の実態、効果検証及び調査研究の成果等を踏まえ、必要に応じて再犯の防止等に関する活動を行う民間の団体その他の関係者から意見聴取するなどして見直しを行い、社会情勢等に応じた効果的なものとすること。
⑤ 国民にとって再犯の防止等に関する施策は身近なものではないという現状を十分に認識し、更生の意欲を有する犯罪をした者等が、責任ある社会の構成員として受け入れられるよう、再犯の防止等に関する取組を、分かりやすく効果的に広報するなどして、広く国民の関心と理解が得られるものとしていくこと。



２　計画の目標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
『安全で安心して暮らせる　とやま型地域共生社会の構築』

犯罪や非行のない安全で安心な地域社会の実現は、全ての県民の願いです。
県民が犯罪による被害を受けることを防止するためには、犯罪や非行のあった人が自らの責任と被害者等の心情を自覚しながら、社会復帰に努力するときに、地域から排除したり、孤立させたりすることなく、立ち直ろうとする意欲を高め、地域社会の中に受け入れ、見守り、支えていくことが重要です。
また、すべての人が地域社会の構成員として自立し、互いに認め、支え合うことにより、年齢や障害等の有無にかかわらず、生涯にわたり自分らしい生活が継続できる包容力を持った社会を目指していくことも重要です。
この計画は、『安全で安心して暮らせる　とやま型地域共生社会の構築』を目標とし、再犯の防止等に関する施策を推進します。





３　重点分野　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　「再犯防止推進法」第24条に基づき、同法第２章に規定する基本的施策及び国の再犯防止推進計画を勘案し、重点的に取り組むべき６つの分野を設定し、これらに関する施策に取り組みます。

【重点分野１】　国・市町村・民間団体等との連携強化
【重点分野２】　就労・住居の確保
【重点分野３】　保健医療・福祉サービスの利用の促進
【重点分野４】　学校等と連携した修学支援
【重点分野５】　犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導
【重点分野６】　民間協力者の活動の促進、広報・啓発活動の推進
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４　再犯の防止等に関する施策の指標　　　　　　　　　　　　　　　　
再犯の防止等に関する施策の動向を把握するため、国の「再犯防止推進計画」（平成29年12月15日閣議決定）で示されている施策の指標と同様に、次の数値を本計画における施策の指標とします。

○刑法犯検挙者中の再犯者数及び再犯者率（富山県内で検挙された再犯者）
＜基準値＞　775人・46.6％（平成30年）

○新受刑者中の再入者数及び再入者率（再入所に係る犯行時の居住地が富山県である者）
＜基準値＞　21人・48.8％（平成30年）

○出所受刑者の２年以内再入者数及び全国に占める割合（再入所に係る犯行時の居住地が富山県である者）
＜基準値＞　5人・0.13％（平成29年）

○主な罪名・特性別２年以内再入者数及び全国に占める割合（再入所に係る犯行時の居住地が富山県である者）
・主な罪名別
＜基準値＞　
覚せい剤取締法違反（2人・0.19％）
性犯罪（強制性交等・強姦・強制わいせつ）（0人・0％）
傷害・暴行（1人・0.61％）
窃盗(2人・0.12％）（平成29年）

・特性別
＜基準値＞
高齢（65歳以上）（1人・0.16％）
女性（0人・0％）
少年（1人・0.41％）





認知件数	14	15	16	17	18	19	20	21	22	23	24	25	26	27	28	29	30	2854061	2790444	2563037	2269572	2051229	1909270	1826851	1714157	1604352	1503284	1403536	1314483	1212654	1098969	996120	915042	817338	検挙件数	14	15	16	17	18	19	20	21	22	23	24	25	26	27	28	29	30	592681	648627	667890	649782	641036	605792	573743	545024	497689	462868	437979	394464	371059	357484	337066	327081	309409	検挙率	14	15	16	17	18	19	20	21	22	23	24	25	26	27	28	29	30	20.766234498842177	23.244580432361303	26.058539147113368	28.630155817925139	31.251313237088592	31.728985423748341	31.406119054044368	31.795453975335981	31.021184877134193	30.790456094789807	31.205398365271712	30.009060596447426	30.598917745704874	32.529034030987226	33.837891017146525	35.744916626777787	37.9	年次（平成　年）


（人）





認知件数	
26	27	28	29	30	6223	6115	5394	5330	4846	検挙件数	
26	27	28	29	30	1747	2137	2368	2492	2640	検挙率	
26	27	28	29	30	28.073276554716376	34.946852003270642	43.900630329996289	46.754221388367725	54.477919933966156	




検挙者数	15	16	17	18	19	20	21	22	23	24	25	26	27	28	29	30	379910	389297	387234	384630	366002	340100	333205	322956	305951	287386	262823	251605	239355	226376	215003	206094	再犯者数	15	16	17	18	19	20	21	22	23	24	25	26	27	28	29	30	135295	138997	143545	149164	145052	140939	140431	137614	133724	130077	122638	118381	114944	110306	104774	100601	再犯者率	15	16	17	18	19	20	21	22	23	24	25	26	27	28	29	30	35.612381879918928	35.704616269840251	37.069317260364528	38.781166315680004	39.631477423620638	41.440458688620993	42.145526027520596	42.610758121849415	43.707652532595084	45.262121328109231	46.661821834466544	47.050336837503231	48.022393515907339	48.726896844188431	48.731413050050463	48.813162925655284	（平成　年次）


（人）





検挙者数	
26	27	28	29	30	1235	1454	1584	1639	1664	再犯者数	
26	27	28	29	30	570	718	777	761	775	再犯者率	
26	27	28	29	30	46.153846153846153	49.381017881705638	49.053030303030305	46.430750457596091	46.574519230769226	




新受刑者	
26	27	28	29	30	21866	21539	20467	19336	18272	うち再入者	
26	27	28	29	30	12974	12804	12179	11476	10902	再入者率	
26	27	28	29	30	59.33412604042806	59.445656715724958	59.505545512288073	59.350434422838227	59.665061295971981	




新受刑者	
26	27	28	29	30	63	60	73	51	43	うち再入者	
26	27	28	29	30	33	36	41	31	21	再入者率	
26	27	28	29	30	52.380952380952387	60	56.164383561643838	60.784313725490193	48.837209302325576	
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罪名・特性

全出所受刑者

（出院者）

2年以内

再入者数

2年以内

再入率

2年以内

再入者数

2年以内

再入率

2年以内

再入者数

2年以内

再入率

2年以内

再入者数

2年以内

再入率

2年以内

再入者数

2年以内

再入率

2年以内

再入者数

2年以内

再入率

2年以内

再入院数

2年以内再入

院率

全国 1,187 19.19% 40 6.25% 212 16.18% 1,824 23.21% 669 23.22% 284 12.56% 316 10.98%

富山県（※） 1 0 1 8 5 2 1

全出所受刑者

（出院者）

2年以内

再入者数

2年以内

再入率

2年以内

再入者数

2年以内

再入率

2年以内

再入者数

2年以内

再入率

2年以内

再入者数

2年以内

再入率

2年以内

再入者数

2年以内

再入率

2年以内

再入者数

2年以内

再入率

2年以内

再入院数

2年以内再入

院率

全国 1,061 17.22% 53 8.24% 164 15.40% 1,663 22.89% 635 21.81% 260 11.81% 245 9.90%

富山県（※） 2 0 1 2 1 0 1

少年

H27

6,184 640 1,310 7,860 2,881 2,261 2,879

覚せい剤取締法違反 性犯罪 傷害・暴行 窃盗 高齢（65歳以上） 女性

H29

6,160 643 1,065 7,265 2,201 2,475 2,912
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＜施策の体系＞

【重点分野１】　 施策の方向性 具体的施策

国・市町村・民間団体等との連携強化 １．国・市町村・民間団体等との連携強化

【重点分野２】　 施策の方向性 具体的施策

就労・住居の確保 １．就労の確保

施策の方向性 具体的施策

２．住居の確保

【重点分野３】　 施策の方向性 具体的施策

保健医療・福祉サービスの利用の促進 １．高齢者又は障害のある者等への支援

施策の方向性 具体的施策

２．薬物依存を有する者への支援

【重点分野４】　 施策の方向性 具体的施策

学校等と連携した修学支援 １．学校等と連携した修学支援

【重点分野５】　 施策の方向性 具体的施策

【重点分野６】　 施策の方向性 具体的施策

民間協力者の活動の促進、広報・啓発活動の推進 １．民間協力者の活動の促進、広報・啓発活動の推進

➀再犯防止推進ネットワークの構築

➁再犯防止推進ネットワークを通じた連携の充実

➀就職に向けた相談・支援等と充実

➁協力雇用主の活動に対する支援

➀更生保護施設に対する理解の促進

犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導 １．特性に応じた効果的な指導 ➀適切なアセスメント等の実施と対応

➁暴力団員の社会復帰対策の推進

➀関係機関における福祉的支援の実施体制等の整備と充実

➁保健医療・福祉サービスの利用に関する関係機関等との連携の強化

➀薬物依存症者及び家族等に対する支援、支援者の育成

➁治療・支援等を提供する保健・医療機関等との連携強化

③依存症問題等に関する広報・啓発の推進

➀学校における児童生徒の非行の未然防止等

➀民間協力者の活動の促進等

➁広報・啓発活動の推進等

➂企業等に対する広報・啓発の推進

➁地域における非行防止活動の推進

➂学校や地域社会において再び学ぶための支援

➁住居の確保


